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第１は, NPM（ニュー・パブリック・マネジメント：New Public Management) である。
NPMにおいては, 民間企業における経営手法・理念である, 顧客志向, 戦略・ビジョン,
権限移譲・分権化, 競争メカニズムの活用, 成果志向, 説明責任などを行財政運営に求め
たところに大きな特徴がある。第２は, ローカル・マニフェストである。これは, マニフ
ェスト（政党の政権公約）の地方版・選挙候補者版であるが, その特徴は, 地方公共団体
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ラン」を策定した1)が, この多くが, NPMの標榜の有無にかかわらず, 民間委託等の推




















長主義とは, 議事機関としての議会議員ばかりではなく, 執行機関としての長も, 住民の
直接選挙によることをいい, 執行機関の多元主義とは, 一機関への権限集中を避け, 複数
の執行機関に事務を分掌させて職務上独立してそれぞれの判断と責任の下にこれを処理さ
せる制度をいう。














あたるが, 実際に行政を執行するためには, これらを構成する下部組織が必要であり, そ
のための組織として分課を設けることが一般的である。また, 出先機関には, 長の権限に





監督に属するとされた。府県庁の行政組織としては, 第一部（府県会, 町村会, 地方税,
町村費, 備荒貯蓄, 外国人, 文書, 農工商務等に関する事項), 第二部（土木, 兵事, 学
務, 監獄, 衛生, 会計等に関する事項), 収税部（租税の賦課, 徴収, 徴税費に関する事
項), 及び警察本部（管内の高等警察, 警察に関する一切の事）が置かれた。地方官僚機
構は, この勅令の制定に加え, 1890年及び1893年の地方官官制の全面改正によって近代日













その後, 同条は, 1947年12月に警察部を知事の内部組織からはずすとともに, 衛生部を
追加する等の改正が行われた。1952年には, 道に９部, 人口250万人以上の府県に８部,
人口100万人以上250万人未満の府県に６部, 人口100万人未満の府県に４部設置する旨の
























改正時期 府 県 の 内 部 組 織
1890年 ①内務部 ②警察部 ③直税署 ④間税署 ⑤監獄署
1893年 ①内務部 ②警察部 ③収税部 ④監獄署
1913年 ①内務部 ②警察部
1926年 ①内務部 ②学務部 ③警察部
1935年 ①総務部 ②学務部 ③経済部 ④警察部


























部の名称 分 掌 事 務
総 務 部
①職員の進退及び身分に関する事項 ②議会及び府県の行政一般に関する
事項 ③府県の予算, 税その他の財務に関する事項 ④統計, 広報, 条例
の立案その他の所管に属しない事項
民生労働部 ①社会福祉に関する事項 ②社会保障に関する事項 ③労働に関する事項
衛 生 部 ①保健衛生に関する事項 ②保健所に関する事項
商 工 部 ①商業及び工業に関する事項 ②物資の配給及び物価の統制に関する事項
農 林 部 ①農業, 林業及び水産業に関する事項 ②農地関係の調整に関する事項































め, 組織設計の自由度が低く, 組織についての論議が十分でないが, 民間企業における組
織論については, 非営利組織に比べて研究が進み, その蓄積も大きいため, 営利組織であ
る民間企業の現状を把握することは意義があると考えられる。
24
民間企業における組織の代表的なパターンとして, ｢機能部制組織 (Functionally Depart-




機能部制組織とは, 製造, 営業, 研究開発, 人事, 経理などの企業の諸活動を機能とし
てとらえ, これにより組織を括った組織形態である。各機能部門の長である部長は, 企業
の代表者である社長に対して職務遂行の責任を負う。機能部制組織が適当である場合の条

































































ものである。すでに, 東京都の23区の内, 品川区（2001年度), 杉並区（2001年度), 千代































政策課, エコライフ推進課, 環境整備課, 自然環境課を, 農林水産部の林務緑政課, 森林
保全課, 土木部の下水道企画課, 下水道建設課等がそれぞれ施策を展開していたが, これ
ら琵琶湖に関係のある課を併せて編成したものである12)｡
（佐賀県）
佐賀県では2004年４月に生活者, 消費者の視点に基づき, くらし環境本部, 健康福祉本
部等を設置し, 従来の国の組織や事業の枠組みに沿った「縦割り組織」を抜本的に見直し
































































































































団体名 名 称 内 容
長崎県 部局長の職務目標 職務目標, 達成状況を次年度に報告, 地方機関長も設定






















まず, 首長が, 部局長等職員に対し基本構想を明らかにする。次に, 部局長等の管理監督
者が, 部下職員に管理監督者としての方針を示すとともに, 必要な情報を提供する。この
場合, 管理監督者は「連結ビン」として, 組織全体, 上司の目標・方針を十分に理解し,
それを踏まえて部下職員の目標を調整する役割を有する。
そして, 管理監督者と職員が話し合いを持ち, すなわち職員の参加を得て, 職場, また
は個々の職員の目標を設定する。年度途中に目標の進捗状況を把握し, 必要に応じて見直
しを図る。年度末に当該年度の実績を考査し, 結果を次年度の計画に反映させる。すなわ
ち, 計画 (PLAN)→実施 (DO)→考査 (SEE) というサイクルのもとで実施される。
これをローカル・マニフェストという観点で整理すると以下のとおりとなる。すなわち,
首長候補者が選挙で示したローカル・マニフェストが, 就任後, 総合計画等に位置づけら



























































任用である勅任官の範囲の拡大を図り, 政党員が各省の次官, 局長, 地方長官等に大量任
用される猟官を行った。これに対し, 同年に成立した第２次山縣内閣は, 政党勢力の進出
を押えるため, 文官任用令を改正し, 勅任官についても, 資格任用制の徹底を図った。そ






























国 名 特 徴
アメリカ
①大統領の政策課題推進のため, 行政府の基幹ポストや側近ポストに3000

























1) 総務省によれば, 集中改革プランは, 2007年９月１日現在で都道府県においては47団体中46













7) 大森彌（1998）17頁。なお, 同氏は「地方行政」という語用や, 都道府県の内部組織である
「地方課」という名称に疑問を呈している。
8) 木村俊介（2003）113頁。













































本稿は, 平成19年度 文部科学省科学研究費補助金 基盤研究Ａ (一般)「産官学連携による
日英自治体の NPM実態調査と自治体改革を推進するケース・メソッドの開発」(研究代表者：
石原俊彦）の研究成果の一部である。
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